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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
 ポリオレフィン系樹脂を含有する基材層と粘着層とが共押出しによって成膜されている
表面保護シートであって、粘着層が、プロピレン、炭素数４～１２のα－オレフィンから
なる群より選択される少なくとも一種のα－オレフィン、及びエチレンを共重合成分とし
て含むプロピレン系共重合体と、－６５℃～８０℃の測定温度範囲における動的粘弾性測
定のｔａｎδ値の最大となる温度が－３５℃～－２７℃であるスチレン系熱可塑性エラス
トマーとを含有し、前記スチレン系熱可塑性エラストマーは、スチレン及びジエンを共重
合成分として含むスチレン系ブロック共重合体及び／又はスチレン系ランダム共重合体の
水添物であることを特徴とする表面保護シート。
【請求項２】
　前記スチレン系ブロック共重合体は、スチレンブロック含量が５～４０重量％であるこ
とを特徴とする請求項１に記載の表面保護シート。
【請求項３】
　前記スチレン系ブロック共重合体は、スチレン・エチレン－ブチレン・スチレンブロッ
ク共重合体であり、エチレン－ブチレン共重合体ブロックに占めるブチレン構造の割合が
５０重量％以上であることを特徴とする請求項１又は２に記載の表面保護シート。
【請求項４】
 被着体であるＳＵＳ４３０ＢＡ板表面に粘着層を圧着し、圧着３０分後に測定した接着
力が２．５～１０．０（Ｎ／２５ｍｍ）であることを特徴とする請求項１～３のいずれか
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に記載の表面保護シート。
【請求項５】
 プロピレン系共重合体のｎ－ペンタンへの６０℃における溶解度が８０％以上であるこ
とを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の表面保護シート。
【請求項６】
 プロピレン系共重合体１００重量部に対してスチレン系熱可塑性エラストマーを２０～
２００重量部用いることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載の表面保護シート。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は表面保護シートに関する。本発明の表面保護シートは、たとえば、金属板、塗装
した金属板、アルミサッシ、樹脂板、化粧鋼板、塩化ビニルラミネート鋼板、ガラス板等
の部材を運搬、加工または養生する際等に、それら部材表面に貼り付け保護する用途等に
用いられる。
【０００２】
【従来の技術】
表面保護シートに必要な特性としては、被着体に貼り付けた後に保護シートの浮きや剥が
れがなく、剥離除去に際しては粘着層が被着体へ残留しないことが要求される。特に、保
護シートを被着体に貼り付けたものが、保護シートを剥離するまでの間に高温下や屋外暴
露下等の過酷な条件下におかれる場合には、上記保護シートの特性にも、より一層高度な
ものが求められる。
【０００３】
従来より、一般に用いられてきた表面保護シートの粘着層には、天然ゴムまたは変性天然
ゴムに、適量の粘着付与剤等を配合した天然ゴム系粘着剤が使用されている。このような
表面保護シートは、屋内での使用に関しては、特に問題はない。しかしながら、天然ゴム
系粘着剤は、その構造中に不飽和二重結合を有するために、屋外暴露された場合に紫外線
により分子切断が引き起こされ、表面保護シートを剥離する際に被着体に粘着剤が残留す
る場合があった。そのため、耐侯性の良好な表面保護シートが望まれていた。
【０００４】
上記問題点を解決するために、前記粘着層の形成に、アクリル系共重合体を粘着性を失わ
ない程度にイソシアネート化合物やメチロール化合物で架橋三次元化して凝集力を高めた
アクリル系粘着剤やポリイソブチレン等の合成ゴム系粘着剤が提案されている。しかしな
がら、これらの粘着剤は溶剤系であるために、表面保護シートの安全衛生上、公害、経済
性などに問題があった。
【０００５】
近年、これらの問題点を改善するために粘着剤の無溶剤化が要望されている。その有力な
手段として、熱可塑性エラストマーからなる粘着層とポリオレフィン系樹脂からなる基材
層を共押出しによって製膜し、表面保護シートを製造する方法が検討されている。
【０００６】
一般的に共押出し成形可能な熱可塑性エラストマーとしては、スチレン・エチレン－ブチ
レン共重合体・スチレンのブロックポリマー（ＳＥＢＳ）、スチレン・エチレン－プロピ
レン共重合体・スチレンのブロックポリマー（ＳＥＰＳ）などが知られている。これらの
スチレン系ブロック共重合体は、比較的平滑な被着体面を有するステンレス板や樹脂板等
の被着体面に対しては充分な接着性を有する。一方、これらのスチレン系ブロック共重合
体は、研磨処理されたステンレス板（ヘアーライン板）や粗面樹脂板等の被着体面に対し
ては接着性に乏しい。そのため、かかる粗面樹脂板等の被着体面に適用する保護シートの
粘着層には、スチレン系ブロック共重合体に、多量の粘着付与剤や軟化剤等を加えて、粘
着層の接着力を調節することが一般的である。
【０００７】
しかし、粘着付与剤等を多量に使用した粘着層を有する表面保護シートは、夏場の倉庫中
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やコンテナ中のように高温下で保存した場合には、比較的短時間にその接着力が増加して
しまう。このような接着力の増加は、剥離不良を起こすなどの問題があった。また、接着
力を上昇させた当該表面保護シートを平滑板等に使用した場合には、粘着付与剤等の影響
により、剥離不良となる。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、ポリオレフィン系樹脂を含有する基材層と粘着層とが共押出しによって成膜さ
れている表面保護シートであって、各種被着体への接着力が良好であり、かつ屋外での使
用や高温下で保存した場合であっても、その接着力の増加が少なく、被着体から剥離する
際の剥離性が良好で、糊残りが発生せず、且つ、共押出しによって成膜することができる
表面保護シートを提供することを目的とする。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、前記課題を解決すべく鋭意研究を重ねた結果、以下に示す表面保護シート
を見出し本発明を完成するに至った。
【００１０】
　すなわち本発明は、ポリオレフィン系樹脂を含有する基材層と粘着層とが共押出しによ
って成膜されている表面保護シートであって、粘着層が、プロピレン、炭素数４～１２の
α－オレフィンからなる群より選択される少なくとも一種のα－オレフィン、及びエチレ
ンを共重合成分として含むプロピレン系共重合体と、－６５℃～８０℃の測定温度範囲に
おける動的粘弾性測定のｔａｎδ値の最大となる温度が－３５℃～－２７℃であるスチレ
ン系熱可塑性エラストマーとを含有し、前記スチレン系熱可塑性エラストマーは、スチレ
ン及びジエンを共重合成分として含むスチレン系ブロック共重合体及び／又はスチレン系
ランダム共重合体の水添物であることを特徴とする表面保護シート、に関する。
【００１１】
　上記本発明は、粘着層の形成成分として前記プロピレン系共重合体と前記スチレン系熱
可塑性エラストマーとをブレンドしたものを用いることに特徴がある。前記プロピレン系
共重合体を用いることにより、良好な応力緩和性及び接着安定性を粘着層に付与すること
ができる。一方、前記スチレン系熱可塑性エラストマーは、従来より用いられているもの
よりも、高い温度にて、前記動的粘弾性測定の最大のｔａｎδ値を示すスチレン系共重合
体を用いている。最大のｔａｎδ値を示す温度が上昇することによって接着性が増大する
。また、最大のｔａｎδ値を示す温度を－３５℃～－２７℃に調節することで良好な濡れ
性、接着性、及び低温接着性を得ることができる。そのため、本発明の粘着層は多量に粘
着付与剤等を添加しなくても、十分な接着性、低温接着性、濡れ性、及び経時安定性を有
する。したがって、粘着付与剤等の添加を少量に押さえることができ剥離不良、糊残りが
発生しない。かかる粘着層を有する本発明の表面保護シートは、粘着層の物性を調節する
ことで粗面に対しても、低温条件下においても良好に接着し、平面に適用した場合でも剥
離不良を発生しない。前記動的粘弾性測定は詳しくは実施例の記載による。
【００１２】
本発明においては、被着体であるＳＵＳ４３０ＢＡ板表面に粘着層を圧着し、圧着３０分
後に測定した接着力が２．５～１０．０（Ｎ／２５ｍｍ）である表面保護シートであるこ
とが好ましい。さらに好ましくは、２．５～８．０（Ｎ／２５ｍｍ）である。接着力が２
．５（Ｎ／２５ｍｍ）より小さい場合には、輸送時に剥がれたりする等の問題が発生する
場合がある。また、１０．０（Ｎ／２５ｍｍ）より大きい場合には、実用上剥離不良とな
る場合がある。前記接着力の測定は詳しくは実施例の記載による。
【００１３】
本発明においては、プロピレン系共重合体のｎ－ペンタンへの溶解度が８０％以上である
ことが好ましい。
【００１５】
さらに本発明においては、プロピレン系共重合体１００重量部に対してスチレン系熱可塑
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性エラストマーを２０～２００重量部用いることが好ましい。
【００１６】
【発明の実施の形態】
本発明の表面保護シートは、ポリオレフィン系樹脂を含有する基材層と、プロピレン系共
重合体及びスチレン系熱可塑性エラストマーを含有する粘着層が共押出しによって成膜さ
れている。
【００１７】
前記プロピレン系共重合体は、プロピレン、炭素数４～１２のα－オレフィンからなる群
より選択される少なくとも一種のα－オレフィン、及びエチレンを共重合成分として含む
。
【００１８】
α－オレフィンとしては、１－ブテン、１－ぺンテン、１－ヘキセン、１－ヘプテン、１
－オクテン、１－ノネン、１－デセン、１－ウンデセン、１－ドデセン、４－メチル－１
－ペンテン、及び４－メチル－１－へキセン等が挙げられるが、これらの中でも１－ブテ
ン、１－ヘキセン、及び１－オクテンが好ましい。α－オレフィンは一種を単独でまたは
二種以上を用いることができる。
【００１９】
プロピレン系共重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）は、特に限定されるものではないが、Ｇ
ＰＣ法におけるポリスチレン換算重量平均分子量が３．０×１０5 ～１２．０×１０5 、
より好ましくは４．０×１０5 ～１０．０×１０5 、さらに好ましくは５．０×１０5 ～
８．０×１０5 である。重量平均分子量が３．０×１０5 以下であると凝集力が低下し、
糊残りが発生しやすくなる傾向にある。また、１２．０×１０5 以上であると、プロピレ
ン系共重合体を含む粘着剤組成物を押出し成形する場合の成形性が困難となる傾向にある
。
【００２０】
また、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が１．５～３．５であることが好ましく、より好ましく
は１．５～３．０であることが望ましい。分子量分布が、３．５より大きい場合には生成
した低分子量成分が剥離不良を引き起こしたり、高分子量成分が粘着層中に異物となって
存在し、外観不良の原因になる場合がある。
【００２１】
特に塗装鋼板保護用に使用する場合には、良好な接着性及び再剥離性が要求される。良好
な接着性及び再剥離性を得るためには、プロピレン系共重合体中のプロピレンの含有量が
、組成比で４５～９０重量％であることが好ましく、より好ましくは５０～８８重量％、
さらに好ましくは７６～８５重量％である。プロピレン系共重合体中のプロピレンの含有
量が４５重量％より少ない場合には初期から良好な接着性を得ることができない。また、
９０重量％より多い場合には良好に接着するが、低温下での接着性に劣る傾向にある。ま
た、エチレンの含有量を増加させると接着性低下の原因となるため、プロピレン系共重合
体中のエチレンの含有量を１～２０重量％、好ましくは１～１５重量％に調整することが
望ましい。
【００２２】
また、応力緩和性に優れていることもフィルム貼付け跡の軽減のために重要であり、実質
的に結晶部分のないものが好ましい。実質的に結晶部分がないものは応力緩和性が良好で
あり、塗装鋼板等に使用した場合に発生するフィルム貼付け跡を軽減することができる。
具体的には、粘着層の形成成分であるプロピレン系共重合体のｎ－ペンタンへの溶解度が
高いほど結晶部分が少なくなる。そのため応力緩和性付与のためには、プロピレン系共重
合体のｎ－ペンタンへの溶解度が８０％以上、より好ましくは９０％以上、さらに好まし
くは９９％以上であることが望ましい。溶解度が８０％より小さい場合にはプロピレン系
共重合体は結晶部分を有するため応力緩和性に劣り、被着体にフィルム貼付け跡が発生し
やすい。さらに、フィルム貼付け跡の軽減のためにはプロピレンやα－オレフィンの配向
がアタクチック構造であることが好ましい。
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【００２３】
プロピレン系共重合体の重合方法は、通常用いられる方法により行うことができ、例えば
溶液重合、スラリー重合、気相重合等により重合することができる。なお、プロピレン系
共重合体は、－６５℃～８０℃の測定温度範囲における前記動的粘弾性測定のｔａｎδ値
の最大となる温度を－３０℃～０℃に調製することにより、表面保護シートに良好な高速
剥離性を付与することができる。
【００２４】
前記粘着層を形成するスチレン系熱可塑性エラストマーには、－６５℃～８０℃の測定温
度範囲における動的粘弾性測定のｔａｎδ値の最大となる温度が－４０℃～－２５℃であ
るスチレン系共重合体が用いられる。
【００２５】
本発明において、スチレン系熱可塑性エラストマーは粘着剤のベースポリマーとして用い
られているものを特に制限なく使用できるが、好ましくはスチレン及びジエンを共重合成
分として含むスチレン系ブロック共重合体及び／又はスチレン系ランダム共重合体の水添
物であることが望ましい。例えば、スチレン・エチレン－ブチレン共重合体（ＳＥＢ）等
のスチレン系ＡＢ型ジブロック共重合体、スチレン・エチレン－ブチレン共重合体・スチ
レン（ＳＥＢＳ）等のスチレン系ＡＢＡ型トリブロック共重合体、スチレン・ブタジエン
・スチレン・ブタジエン（ＳＢＳＢ）等のスチレン系ＡＢＡＢ型テトラブロック共重合体
、スチレン・ブタジエン・スチレン・ブタジエン・スチレン（ＳＢＳＢＳ）等のスチレン
系ＡＢＡＢＡ型ペンタブロック共重合体、さらには、これ以上のＡＢ繰り返し単位を有す
るスチレン系マルチブロック共重合体、スチレン・ブタジエンラバー（ＳＢＲ）等のスチ
レン系ランダム共重合体のエチレン性二重結合を水添した水添物である。前記共重合体の
水添物を用いるのは、表面保護シートの長期保存による酸化劣化及び屋外での紫外線劣化
の防止のためである。また、前記共重合体は一種を単独でまたは二種以上を用いることが
できる。
【００２６】
前記スチレン系ブロック共重合体におけるスチレンブロック含量は、特に制限されないが
、前記動的粘弾性測定のｔａｎδ値の最大となる温度が前記範囲のものを用いる。通常、
スチレンブロック含量が少なくなると、粘着層の凝集力不足による糊残りが発生しやすく
なる。一方、スチレンブロック含量が多くなると、スチレン系ブロック共重合体単独で形
成した粘着層が硬くなり、粗面に対して良好な接着性を得ることはできない。かかる観点
から、スチレン系ブロック共重合体におけるスチレンブロック含量は５～４０重量％程度
のものが好ましく、より好ましくは７～３０重量％、特に９～２０重量％のものが好まし
い。
【００２７】
また、良好な濡れ性と接着性を得るためには、スチレン系ブロック共重合体の水添物中の
エチレン－ブチレン共重合体ブロックに占めるブチレン構造の割合が５０重量％以上、好
ましくは６０重量％以上、特に７０重量％以上が好ましい。ブチレン構造が５０重量％以
上の場合には濡れ性が良好である。特に接着性も良好であり、粗面に対しても良好に接着
する。なお、ブチレン構造の割合は、通常、９０重量％以下の範囲とするのが好ましい。
【００２８】
なお、接着性の調節等を目的に、本発明の目的を損なわない範囲内で、他のスチレン系熱
可塑性エラストマーを混合することができる。他のスチレン系熱可塑性エラストマーとし
ては、前記以外のスチレン系ブロック共重合体；スチレン・ブタジエン（ＳＢ）、スチレ
ン・イソプレン（ＳＩ）、スチレン・エチレン－ブチレン共重合体（ＳＥＢ）、スチレン
・エチレン－プロピレン共重合体（ＳＥＰ）等のＡＢ型ブロックポリマー、スチレン・エ
チレン－ブチレン共重合体・オレフィン結晶（ＳＥＢＣ）等のＡＢＣ型のスチレン・オレ
フィン結晶系ブロックポリマー、さらには、これらの水添物があげられる。
【００２９】
前記プロピレン系共重合体と前記スチレン系熱可塑性エラストマーとの混合比は特に制限
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されないが、プロピレン系共重合体１００重量部に対してスチレン系熱可塑性エラストマ
ーを２０～２００重量部用いることが好ましく、さらに好ましくは５０～２００重量部、
特に好ましくは１００～２００重量部である。スチレン系熱可塑性エラストマーの含有量
が２０重量部以下の場合には低温下及び室温下での接着性に乏しく、剥がれ等が発生する
傾向にある。また、２００重量部以上ではフィルム貼付跡が発生しやすく、経時によって
剥離不良となり、高速時（３０ｍ／ｍｉｎ）の剥離性が悪化して重剥離化する傾向にある
。
【００３０】
粘着層の形成に際しては、粘着特性の制御等を目的に、必要に応じて、例えば軟化剤、オ
レフィン系樹脂、シリコーン系ポリマー、液状アクリル系共重合体、粘着付与剤、老化防
止剤、ヒンダードアミン系光安定剤、紫外線吸収剤、ポリエチレンイミン、脂肪酸アミド
、リン酸エステル、その他に、例えば、酸化カルシウム、酸化マグネシウム、シリカや酸
化亜鉛、酸化チタンの等の充填剤や顔料などの添加剤を適宜に添加することができる。な
お、粘着層表面には、例えばコロナ放電処理、紫外線照射処理、火炎処理、プラズマ処理
やスパッタエッチング処理などの、粘着性の制御や貼付作業性等を目的とした表面処理を
必要に応じて施すこともできる。
【００３１】
粘着付与剤の配合は接着力の向上に有効である。ただし、その配合量は凝集力の低下によ
る糊残り問題の発生を回避するため、表面保護シートが適用される被着体に応じて適宜に
決定される。通常、粘着剤形成材料１００重量部に対し、０～４０重量部、さらには０～
３０重量部、特に０～１０重量部が好ましい。なお、表面保護シートが適用される被着体
が金属板の場合には、粘着層の形成にあたり粘着付与剤を添加しない方が好ましい。
【００３２】
粘着付与剤としては、例えば、脂肪族系共重合体、芳香族系共重合体、脂肪族・芳香族系
共重合体系や脂環式系共重合体等の石油系樹脂、クマロン－インデン系樹脂、テルぺン系
樹脂、テルぺンフェノール系樹脂、重合ロジン等のロジン系樹脂、（アルキル）フェノー
ル系樹脂、キシレン系樹脂またはこれらの水添物などの、一般的に粘着剤に使用されるも
のを特に制限なく使用できる。これら粘着付与剤は１種を単独でまたは２種以上を用いる
ことができる。剥離性や耐候性などの点から水添系の粘着付与剤が好ましい。なお、粘着
付与剤は、オレフィン樹脂や熱可塑性エラストマーとのブレンド物として市販されている
ものを使用することもできる。
【００３３】
軟化剤の配合は、通例、接着力の向上に有効である。軟化剤としては、例えば、低分子量
のジエン系ポリマー、ポリイソブチレン、水添ポリイソプレン、水添ポリブタジエンやそ
れらの誘導体があげられる。前記誘導体としては、たとえば、片末端または両末端にＯＨ
基やＣＯＯＨ基を有するものを例示でき、具体的には水添ポリブタジエンジオール、水添
ポリブタジエンモノオール、水添ポリイソプレンジオール、水添ポリイソプレンモノオー
ルなどがあげられる。特に、被着体に対する接着性の向上を抑制する目的からは、水添ポ
リブタジエンや水添ポリイソプレン等のジエン系ポリマーの水添物やオレフィン系軟化剤
等が好ましい。具体的には（株）クラレ製の商品名「クラプレンＬＩＲ－２００」等が入
手可能である。これら軟化剤は一種を単独でまたは二種以上を用いることができる。
【００３４】
なお、軟化剤の分子量は特に制限されず適宣に設定できるが、分子量が小さくなると粘着
層からの被着体への物質移行や重剥離化等の原因となるおそれがあり、一方、分子量が大
きくなると接着力の向上効果に乏しくなる傾向があることから、軟化剤の数平均分子量は
５０００～１０万程度、特に１万～５万のものが好ましい。
【００３５】
軟化剤を使用する場合、その添加量は特に制限されないが、添加量が多くなると、高温や
屋外暴露時での糊残りが増加する傾向にあることから、粘着剤形成材料１００重量部に対
して、４０重量部以下、さらには２０重量部以下、特に１０重量部以下であるのが好まし
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い。添加量が４０重量部以上であると高温環境下、屋外暴露下での糊残りが顕著となる。
なお、表面保護シートが適用される被着体が金属板の場合には、粘着層の形成にあたり粘
着付与剤を添加しない方が好ましい。
【００３６】
粘着層の厚さは、特に制限されず、要求される接着力などに応じて適宜に決定すればよい
。粘着層の厚さは、通常１～５０μｍ程度であり、好ましくは３～４０μｍ、さらに好ま
しく５～３５μｍである。
【００３７】
前記基材層を形成するポリオレフィン系樹脂は特に制限されず、たとえば、ポリプロピレ
ンまたはプロピレン成分とエチレン成分からなるブロック系、ランダム系等のプロピレン
系ポリマー；低密度、高密度、リニア低密度ポリエチレン等のエチレン系ポリマー；エチ
レン－αオレフィン共重合体などのオレフィン系ポリマー、エチレン・酢酸ビニル共重合
体、エチレン－メタクリル酸メチル共重合体などのエチレン成分と他モノマーとのオレフ
ィン系ポリマー等を成膜安定性や焼却等の問題から好ましく例示できる。これらポリオレ
フィン系樹脂は一種を単独でまたは二種以上を用いることができる。
【００３８】
前記基材層には、劣化防止等を目的に、例えば、酸化防止剤、紫外線吸収剤、ヒンダード
アミン系光安定剤等の光安定剤、帯電防止剤、その他に、例えば、酸化カルシウム、酸化
マグネシウム、シリカ、酸化亜鉛、酸化チタン等の充填剤、顔料、目ヤニ防止剤、滑剤、
アンチブロッキング剤、発泡剤、ポリエチレンイミン等の添加剤を適宜に添加することが
できる。
【００３９】
基材層の厚さは、特に制限されないが、通常２０～３００μｍ程度であり、好ましくは３
０～２５０μｍ、さらに好ましくは４０～２００μｍである。また、基材層は、単層でも
よく二層以上の多層からなっていてもよい。基材層の背面側には、耐スリップ性やハンデ
ィカット性の付与を目的として凹凸加工を施してもよい。
【００４０】
本発明の表面保護シートは、前記ポリオレフィン系樹脂を含有する基材層形成材と、プロ
ピレン系共重合体とスチレン系熱可塑性エラストマーを含有する粘着層形成材を用いて、
基材層と粘着層を共押出し法によって成膜することにより得られる。共押出し法としては
、フィルム製造などに一般的に用いられるインフレーション法、Ｔダイ法等に準じて行う
ことができる。なお、基材層と粘着層は、二層または多層にて共押出しされる。基材層と
粘着層には必要に応じて前記表面処理を施すことができる。
【００４１】
さらに、粘着層には必要に応じて、実用に供されるまでの間、セパレータなどを仮着して
保護することもできる。なお支持基材の粘着層を付設しない面に対しては、巻戻しが容易
な巻回体の形成などを目的に例えば基材層への脂肪酸アミドやポリエチレンイミン等の添
加による離型処理やシリコーン系や長鎖アルキル系やフッ素系などの適宜な剥離剤からな
るコート層を設けることもできる。
【００４２】
特に屋外等にて使用する場合には、酸化チタン等の無機物を添加した基材層であることが
好ましく、３６５ｎｍの紫外線における表面保護シート全体の紫外線透過率が０～５％で
あることが好ましく、特に好ましくは０～１％であることが望ましい。紫外線透過率が５
％を超える場合には屋外での保管時に糊残りが発生する傾向にある。
【００４３】
【実施例】
以下、本発明を実施例を挙げて説明するが、本発明はこれらに限定されるものではない。
なお、プロピレン系共重合体のプロピレン含量はＮＭＲ測定によって得た。
【００４４】
実施例１
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ポリプロピレン（出光石油化学社製、出光ＰＰ　Ｆ－７０４ＮＴ）１００重量部、ポリプ
ロピレン（日本ポリケム社製、ノバテックＰＰ　ＢＣ４ＦＣ）１００重量部、及び直鎖状
低密度ポリエチレン（出光石油化学社製、モアテック０２３８Ｎ）１２０重量部からなる
基材層形成材と、プロピレン系共重合体（プロピレン：エチレン：１－ブテン＝８０：６
：７、重量平均分子量：６．０×１０5 ）１００重量部、及びスチレン・エチレン－ブチ
レン・スチレンブロック共重合体（旭化成社製、タフテックＨ１２２１）４０重量部から
なる粘着層形成材とをＴダイ法にてダイス温度２３０℃にて成膜し、基材層：粘着層＝４
：１、総厚６０μm の表面保護シートを作成した。
【００４５】
実施例２
ポリプロピレン（日本ポリケム社製、ノバテックＰＰ　ＢＣ４ＦＣ）４０重量部、直鎖状
低密度ポリエチレン（三井化学社製、エボリューＳＰ２０２０）６０重量部、表面処理を
施したルチル型酸化チタン１０重量部、紫外線吸収剤（チバスぺシャリティケミカルズ社
製、チヌビン３２６）０．５重量部、及び光安定剤（チバスぺシャリティケミカルズ社製
、キマソーブ９４４）０．２重量部からなる基材層形成材と、プロピレン系共重合体（プ
ロピレン：エチレン：１－ブテン＝８０：６：７、重量平均分子量：６．０×１０5 ）１
００重量部、及びスチレン・エチレン－ブチレンランダム共重合体（ＪＳＲ社製、ダイナ
ロン１３２０Ｐ）１５０重量部からなる粘着層形成材とをインフレーション法にてダイス
温度２６０℃にて成膜し、基材層：粘着層＝４：１、総厚６０μm の表面保護シートを作
成した。
【００４６】
実施例３
直鎖状低密度ポリエチレン（三井化学社製、エボリューＳＰ２０２０）１００重量部，及
びエチレンビスステアリン酸アミド（日本化成社製、スリパックスＥ）０．５重量部から
なる基材層（１）形成材と、ポリプロピレン（サンアロマ一社製、キャタロイＫＳ－３５
３Ｐ）１００重量部、表面処理を施したルチル型酸化チタン１０重量部、紫外線吸収剤（
チバスぺシャリティケミカルズ社製、チヌビン３２６）０．５重量部、及び光安定剤（チ
バスぺシャリティケミカルズ社製、キマソーブ９４４）０．２重量部からなる基材層（２
）形成材と、ブロピレン系共重合体（プロピレン：エチレン：１－ブテン＝８０：６：７
、重量平均分子量：６．０×１０5 ）１００重量部、及びスチレン・エチレン－ブチレン
・スチレンブロック共重合体（旭化成社製、タフテックＨ１２２１）１００重量部からな
る粘着層形成材とをインフレーション法にてダイス温度２６０℃にて成膜し、基材層（１
）：基材層（２）：粘着層＝１：４：１、総厚６５μm の表面保護シートを作成した。
【００４７】
比較例１
実施例１記載のプロピレン系共重合体を配合しなかった以外は実施例１と同様の方法で表
面保護シートを作成した。
【００４８】
比較例２
実施例２記載のスチレン系ランダム共重合体を配合しなかった以外は実施例２と同様の方
法で表面保護シートを作成した。
【００４９】
比較例３
実施例３記載のプロピレン系共重合体の代わりに、エチレン－オクテン共重合体（ダウケ
ミカル社製、アフィニティーＰＦ１１４０）を使用した以外は実施例３と同様の方法で表
面保護シートを作成した。
【００５０】
比較例４
実施例３記載のスチレン系ブロック共重合体の代わりに、スチレン・エチレン－ブチレン
・スチレンブロック共重合体（シェルエラストマー社製，クレイトンＧ１６５７）を使用
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した以外は実施例３と同様の方法で表面保護シートを作成した。
【００５１】
比較例５
実施例３記載のスチレン系ブロック共重合体の代わりに、スチレン・イソプレン・スチレ
ンブロック共重合体（日本ゼオン社製、ＱＵＩＮＴＡＣ３４２１）を使用した以外は実施
例３と同様の方法で表面保護シートを作成した。
【００５２】
＜評価試験＞
（最大ｔａｎδ温度および貯蔵弾性率の測定）
前記表面保護シートの粘着層に用いた各スチレン系熱可塑性エラストマーの－６５℃～８
０℃の測定温度範囲における動的粘弾性測定のｔａｎδ値の最大となる温度、及び粘着層
の２０℃における貯蔵弾性率は、レオメトリックサイエンティフィック社製ＡＲＥＳを用
いて、昇温速度５℃／ｍｉｎ、１Ｈｚの周波数のせん断ひずみを与えながら、－６５℃～
８５℃の温度変化を与え、測定した。測定試料は厚さ５ｍｍ程度の粘着層を作成し、測定
した。当該粘着層の作成方法は有機溶剤によるキャスト法や熱プレス法によって行なった
。なお、粘着層の貯蔵弾性率は、これらの手法が行なえない場合には表面保護シートの貯
蔵弾性率と支持基材の貯蔵弾性率の差により求める方法などでも測定可能である。結果を
表１に示す。
【００５３】
（溶解度の測定）
溶解度はプロピレン系重合体を溶液温度６０℃の条件下で、濃度が１０重量％になるよう
にｎ－ペンタンに添加、溶解する。不溶物を濾紙にて濾過、乾燥後、不溶物の重量を測定
した。溶解度は下記式により算出される。
溶解度（％）＝１００－｛（不溶プロピレン系共重合体の重量）／（添加したプロピレン
系共重合体の重量）×１００｝
結果を表１に示す。
【００５４】
（接着力の測定）
実施例および比較例で得られた表面保護シートの接着力をＪＩＳ　Ｚ　０２３７に準拠し
て測定した。具体的には被着体としてＳＵＳ４３０ＢＡ板を用いた。トルエンにてＳＵＳ
板表面を洗浄後、２ｋｇローラーにて圧着し、３０分間経過後にインストロン型引張試験
機（島津製作所社製、オートグラフ）にて引張速度３００ｍｍ／分、１８０度ピールにて
測定した。この時、測定環境及び保存環境は２３℃／５０％にて行なった。
低温接着力の測定は、０℃雰囲気のボックス内に表面保護シート、洗浄処理済の被着体（
ポリエステルメラミン塗装金属板）を入れ、２時間放置する。その後、ボックス内で被着
体上に表面保護シートを貼付し、３０分間０℃にて保存した後、さらに貼付したサンプル
を恒温槽がついたインストロン型引張試験機にて、０℃雰囲気下で引張速度３００ｍｍ／
分、１８０度ピールにて測定した（ＪＩＳＺ　０２３７に準拠）。
耐熱後の接着力として、２３℃／５０％にて貼付したポリエステルメラミン塗装金属板を
７０℃に設定された乾燥機にて７日間放置後、２３℃／５０％にて２時間放置し、２３℃
／５０％にて前記と同様に測定した。結果を表１に示す。
【００５５】
（フィルム貼付け跡の測定）
２００ｍｍ×２００ｍｍのポリエステルメラミン塗装金属板表面に１５０ｍｍ×１５０ｍ
ｍの表面保護シートを皺や気泡が入るように貼付した後に７０℃の環境下にて、７日間放
置し、その後室温下にて表面保護シートを剥離して、目視にてフィルム貼付け跡を確認し
た。なお、フィルム貼付け跡の確認は端部、気泡部、皺部について行なった。
【００５６】
（糊残りの測定）
夏場屋外（水平曝露、最高気温３３℃、天気：最低でも晴れは４日以上、太陽の直射光が
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当たることが絶対条件）にて７日間放置し、糊残りの有無を目視にて確認した。
【００５７】
【表１】

表１より、本発明の表面保護シートは、接着性、低温接着性、経時後の剥離性、及びフィ
ルム貼付け跡軽減に対して、優れていることが認められる。
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